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  決算取締役会開催日  平成１４年１１月７日 
  米国会計基準採用の有無   無 
 
  １．１４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 
  （１）連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

      百万
円 
１６６，４６８ 
１６４，６６７ 

％
１．１ 

△１１．１ 

百万円
２，０５１
３，７０３

％
△４４．６ 
△５９．４ 

百万円
７８９ 

２，４００ 

％
△６７．１ 
△６８．７ 

１４年３月期 ３２７，１０２  ５，３０６  ３，２０９  
 

 
中間(当期）純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

百万円 
 △１，０００ 
    ６７６ 

     ％
－ 

１９０．３ 

円
△   ２

１

銭
３１ 
５６ 

円
 
 

銭
 
 

１４年３月期   １，７４３  ４ ０３   

  （注）①持分法投資損益 14年9月中間期 177百万円 13年9月中間期 143百万円 14年3月期 △36百万円 
     ②期中平均株式数（連結）14年9月中間期 432,568,205株 13年9月中間期 432,710,537株 14年3月期 432,706,113株 
     ③会計処理の方法の変更    無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
  （２）連結財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

百万円 
３８５，８２６ 
３８７，４６３ 

百万円
１３２，０４４ 
１３３，１３７ 

％ 
３４．２ 
３４．４ 

円  銭
３０５  ２７ 
３０７  ６８ 

１４年３月期 ３８９，９１３ １３４，５１１ ３４．５ ３１０  ８７ 

  （注）期末発行済株式数（連結）14年9月中間期432,548,017株 13年9月中間期432,709,600株 14年3月期 432,690,976株 
 
  （３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１４年９月中間期 
１３年９月中間期 

百万円 
１０，１３６ 
１７，８０５ 

百万円
△  ８，３０４ 
△  ４，０７７ 

百万円 
△  ３，４９８ 
△ １４，０９８ 

百万円
１４，５８２ 
１５，０９５ 

１４年３月期 ３０，６７９ △ １６，０７６ △ １３，６０４ １６，６４１ 

 
  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ２７社    持分法適用非連結子会社数 － 社    持分法適用関連会社数 ８社 
     
  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規）  － 社    （除外）  ３ 社    持分法（新規）  － 社   （除外）  － 社 
 
  ２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通   期 

百万円
３４０，０００ 

百万円
４，５００ 

百万円
０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ０円００銭 
   上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によ 
   っては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 
   ５ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況  
       当社企業集団は、特殊鋼鋼材をベースとした幅広い事業展開をおこなっております。 
       下記に連結３５社のセグメント別関係図を示します。（２００２年９月末現在） 
   

                             顧           客 
 
  [事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ]                 [国  内]                [海  外] 
   

下村特殊精工㈱    大同ｽﾃﾝﾚｽ㈱  
大同ｱﾐｽﾀｰ㈱     大同ﾏﾃｯｸｽ㈱ 
大同資材ｻｰﾋﾞｽ㈱       大同原料ｻｰﾋﾞｽ㈱ 
大同ﾃｸﾆｶ㈱       

(*)王子製鉄㈱      (*)東北特殊鋼㈱   
(*)理研製鋼㈱      (*)桜井興産㈱ 
(*)丸太運輸㈱      (*)泉電気工業㈱ 
(*)川一産業㈱ 

 
 
 
 

― 

             
㈱ﾀﾞｲﾄﾞｰ電子 
大同ｽﾍﾟｼｬﾙﾒﾀﾙ㈱ 

 
 
 
 
 

Daido Electronics(Thailand)Co.,Ltd. 

            
東洋産業㈱       大同精密工業㈱
 ﾌｼﾞｵｰｾﾞｯｸｽ㈱     日星精工㈱ 
㈱大同ｷｬｽﾃｨﾝｸﾞｽ (注1)  特殊発條興業㈱
大同ｽﾀｰﾃｸﾉ㈱ 

(*)日本鍛工㈱(注3) 
 
 

OHIO STAR FORGE CO. 

            
大同ﾌﾟﾗﾝﾄ工業㈱ 
㈱大同機械製作所 
大同環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

 
 
 
 

 
 
 
 

― 

           
    
   

― 
    
 

 
 

― 

 
大同興業㈱ 
㈱大同ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ(注2) 
木曽駒高原観光開発㈱ 
㈱大同分析ﾘｻｰﾁ 
㈱ｽﾀｰｲﾝﾌｫﾃｯｸ 
 

 

Daido Steel(America)Inc. 
 
 

 

  
                 （注）＊印 持分法適用会社    ⇒ 製品・ｻｰﾋﾞｽの販売 
                                  → 製品･原材料･部品・ｻｰﾋﾞｽの供給 
   
        なお、上記のうち国内の証券市場に上場している子会社と公開市場は以下のとおりであります。 
          フジオーゼックス（株）…東京証券取引所  
        (注1)大同特殊鋳造（株）と（株）ダイドープレシジョンパーツおよび大同特殊鋼（株）本体の鋳鋼品・ 

精密鋳造品部門を２００２年４月１日付で統合し、新会社（株）大同キャスティングスを設立しました。 
        (注2)(株)大同ライフサービス、(株)大同サービスセンター、(株)スポーツプラザ渋川３社を２００２年 
            ４月１日付で統合し、新しく(株)大同ライフサービスとして発足させました。 

(注3)日本鍛工（株）につきましては、２００２年１０月１日付で大同特殊鋼の完全子会社となり、これに 
 伴い上場を廃止いたしました。 

 
特 
殊 
鋼 
鋼 
材 

 エ 
 レニ 
 クク 
 トス 
 ロ材 
  料 

 自産 
 動業 
 車機 
 部械 
 品部 
 ・品 

 エ 
 ン 
 ジ 
 ニリ 
 アン 
  グ 

新 
素 
材 

流 
通 
・ 
サ 
｜ 
ビ 
ス 

 

 

大 

 

同 

 

特 

 

殊 

 

鋼 

 

株 

 

式 

 

会 

 

社 

 連結子会社   ２７社 
 持分法適用会社  ８社 
 非連結会社   ３６社 
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２．経営方針 

 

 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、個性的な企業集

団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着させ企業価値を高めることによって

株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる企業集団を目指しております。我々はこれを「企業価

値最大化経営」と名付け、全力で推進しております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社グループは、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、業績に裏打ちされた成果の株主還元を基本方針として

おりますが、一事業年度において一定の配当性向を保つという考え方ではなく、安定した利益還元を継続すること

によって株主の皆様の期待に応え、信頼を得ることを特に重視しております。 

内部留保資金の使途につきましては、経営基盤のさらなる強化のため有効に活用してまいりますが、本中期経営

計画期間中(00/4～03/3)は財務体質改善を最優先課題として、有利子負債圧縮を進める原資として活用していく方

針です。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社グループでは、「企業価値最大化経営」を推進していくうえでの指標として、収益力と資産効率をかけあわ

せた結果であるＲＯＡ（総資産経常利益率）を特に重視しており、現行の中期経営計画では 5%以上の達成を目指

しております。ＲＯＡ向上によってＲＯＥ（株主資本当期利益率）を高め、株主、投資家の皆様の期待に応えられ

るような資本効率を達成してまいります。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、成熟化する国内需要環境および急速かつドラスティックな市場構造変化の中で、高い技術力を

もったグローバルサプライヤーとしての地位を盤石なものとするため、世界に通用するコスト構造への抜本的改善

と資産効率の向上を強力に進める一方、事業の選択と集中に取り組み、総合力を一層強化し、真の国際競争力を持

つ企業集団を目指すため、2002 年度を最終実行年度とする「連結中期経営計画」に基づき、「企業価値最大化経

営」を全力で推進しております。 

特殊鋼鋼材を中心としたコアビジネス部門では、世界的コスト競争力を確保し、「生産技術力」「研究開発力」

「柔軟なデリバリー対応力」「ユーザー密着型営業、技術サービス」等の当社の圧倒的な優位性をさらに強化し、

トップメーカーとして製品の差別化に磨きをかけ、安定的に高収益をあげる基盤を構築いたします。競争力強化の

ため実施した製鋼プロセス改善、線材圧延合理化、帯鋼熱延合理化等の戦略的設備投資も実操業に入り、期待どお

りの効果を発揮しております。 

自動車部品・産業機械部品、エンジニアリングなどにつきましては、当社の強みを発揮できる商品に特化し、事

業収益力をさらに向上させてまいります。中でも、ターボチャージャーやガスタービン関連の世界商品、環境設備

等当社の独自製品は競争力も高く、市場も安定成長しており、順調に売上げを拡大しております。 

また、グループ経営という観点から、事業・企業の集約・再編による経営効率化を進めてまいりました。2000

年度に、線材二次加工２社（下村特殊精工(株)、千葉精機(株)）を統合し、昭和高圧工業(株)の事業を売却いたし

ましたが、それ以降、①エンジニアリング１社（ダイド－ハ－エンジニアリング(株)）の清算、②鋳造３部門（当

社鋳鋼品・精密鋳造品部門、大同特殊鋳造(株)、(株)ダイドープレシジョンパーツ）を統合し(株)大同キャスティ

ングスとしてスタート、流通・サービス部門３社（㈱大同ライフサービス、㈱大同サービスセンター、㈱スポーツ

プラザ渋川）統合など、連結子会社の再編をさらに進めました結果、2000年4月に４１社あった連結会社が2002

年4月段階で３５社まで減少いたしました。また、グループ鍛造事業強化のため、持分法適用会社であった日本鍛

工㈱を2002年10月をもって完全子会社化いたしました。今後とも経営基盤強化のため、グループ事業の見直しを

継続して検討する所存であります。 
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一方、継続した企業成長を確保するため、当社の持てる技術的ポテンシャルを活かし、ＩＴ、環境、エネルギー

等成長分野での新ビジネス展開を重点的に進めてまいります。ロイヤルダッチシェルと共同開発したエチレン等の

化学プラント用内面処理管（ＰＴＴ）や、ＥＶ（電気自動車）等次世代自動車用の新磁石、環境設備など将来性が

高く、夢のある新製品の開発、商品化も進めており、収益への早期貢献を目指してまいります。 

 また、世界標準での評価に耐えうる経営体質を実現すべく、経営管理の革新を進めております。事業セグメント

別ＲＯＡ管理を徹底し、資産効率の向上を図ると同時に有利子負債の圧縮を進め、経営効率と財務体質のさらなる

改善を進めてまいります。連結シナジーを最大化すべく、グループの集約・再編を進め、大同グループの総合力を

最大に発揮できる体制を整えてまいります。成果主義の導入による組織・人の活性化もさらに推進してまいります。 

 

（５）会社の経営管理組織の整備等（コーポレートガバナンスの充実）に関する施策 

当社グループでは、コーポレートガバナンス充実のため、ＩＲ活動を最重要推進課題のひとつと認識し、資本市

場への自発的かつ積極的情報開示を進めており、投資家の皆様からも高い評価をいただけるようになってまいりま

した。今後とも、タイムリーで透明性の高い情報開示活動を一層強化し、公正な意思決定と開かれた経営を目指し

てまいります。また、事業セグメント別マネジメント体制を充実させることにより責任、権限の一層の明確化を図

ってまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 

 

（１）経営成績 
     当中間期の経済環境につきましては、アメリカ経済の好調に支えられた輸出環境の好転とエレクトロニクス分

野 

の回復により、しばらく低迷していた需要環境もようやく明るさの兆しをみせてまいりました。 
     特殊鋼業界の主要需要産業である自動車生産は、北米での自動車販売好調によるＫＤセットの伸びに支えられ、 

当中間期は前年同期比 8%の伸びとなりました。こうした自動車生産の好調さに加え、エレクトロニクス分野向け

の回復もあり、全国特殊鋼生産量（熱間圧延鋼材ベース）は872万4千トン、前年同期比12%の増加となりました。 
     こうした中、売上高は特殊鋼鋼材、エレクトロニクス向け材料を中心に増加し、1,664 億68百万円と前年同期

比18億円の増加となりました。 
     しかし、収益面では、鉄屑価格が輸出価格の影響を受けて上昇したこと、Ｎｉ価格がエレクトロニクス分野の

回 

復を受け上昇したことが大きく影響し、中期計画に沿った固定費削減、操業改善を図ったものの、経常利益は 7

億 

89百万円と前年同期比では16億11百万円の減少となりました。これに転籍、早期退職に伴う特別退職金、連結

子 

会社の販売先経営破綻の影響等の特別損失を計上した結果、中間純利益は前年同期比 16 億 77 百万円減少し、10

億 

円の中間純損失となりました。 
     なお、中間配当金につきましては、諸般の事情を考慮して、遺憾ながら一株につき普通配当１円とさせていた

だ 

きます。 
 

  セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。 

 特殊鋼鋼材 

     自動車生産、エレクトロニクス分野の回復を受け、特殊鋼鋼材の売上数量は62万5千㌧となり、前年同期対比

7%増加いたしました。しかしながら、売上金額では、国内向けユーザーのコストダウン要請に加え、輸出向け価

格の下落もあり、売上高は前年同期比1%増の886億96百万円にとどまりました。 
販売価格の是正につきましては、当中間期の中では“構造用鋼店売り品”“ステンレス鋼棒鋼・線材”の価格

改善を行いました。しかしながら、収益面では、鉄屑、Ｎｉの原料価格高騰分をカバーできずに、営業利益で前

年同期比6億9百万円減の9億30百万円にとどまりました。 
 

 エレクトロニクス材料 

  昨年度は、ＩＴバブル崩壊により大幅な売上減となりましたが、本年度は、在庫調整の完了もあり、需要は大

き 

く回復いたしました。これを受け、ＩＣリ－ドフレ－ム用Ｎｉ合金、磁石製品等を中心にハイレベルな生産が続

き、 

売上高は前年同期比 4%増加の 191 億 22 百万円となりましたが、収益面では、Ｎｉ価格の影響で前年同期並みの 

1億65百万円の営業利益となりました。 
また、星崎工場に設置した高級鋼熱延設備を活用した高級電子材料分野での事業も着実に拡大しつつあります。 

 

 自動車部品・産業機械部品 

  型鍛造品のうち、トラック向け製品は、トラック業界不振の影響で低迷を続けておりますが、自動車・軸受向

熱 

間精密鍛造部品は自動車生産が好調なこともあり、売上高向上に寄与いたしました。 
しかしながら、高採算品である北米向けガスタ－ビン用部品を中心に自由鍛造品での売上減が大きく影響し、

売上高は356億31百万円と前年同期を4%下回りました。 

また、営業利益では前年同期比10億52百万円減少し、5億85百万円の利益にとどまりました。 
 

 エンジニアリング 

     鉄鋼向け設備、環境設備とも売上げは増加し、エンジニアリング部門として前年同期比4%増の134億38百万円

の売上高となりましたが、営業利益では高採算品の減少もあり、前年同期比3億11百万円減の2億1百万円の営
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業損失となりました。 
 

 新素材 

     粉末製品は自動車向けの回復、チタン製品はＮｉ-Ｔｉ製品の増加がありましたが、新素材全体の売上高は 27

億18百万円と前年同期を4%下回りました。開発製品であるＰＴＴに関しては、量産試作品として海外メーカー２

社に納入いたしました。今後この評価を確認しながら、本格的な事業拡大を行っていく予定でおります。 
 

 流通・サ－ビス 

     売上高は68億61百万円、営業利益では前年同期比1億75百万円増の7億8百万円となりました。 
 

 

（２）財政状態について 
     当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失は 11 億 74 百万円の赤字でしたが、売

上 

    債権の圧縮など資産のスリム化施策を進めた結果、減価償却費84億50百万円を含め、101億36百万円の収入と

なりました。 

     投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより83億4百万円の支出となりました。こ

の結果生じたフリー・キャッシュ・フロー18億32百万円および現金及び現金同等物の圧縮20億59百万円を原資

に財務体質改善に努め、有利子負債を前期末対比34億31百万円削減しました。 

なお、2002年10月からは、キャッシュ･マネジメント･システムを活用したグループファイナンスを開始し、さ

らに有利子負債の圧縮と金融収支の改善を図る計画であります。 

 

 

（３）通期の見通し 
     今後の見通しにつきましては、日本経済の不良債権問題の解決およびデフレ解消にはしばらく時間がかかるこ

と、米国経済の不透明さなどを考えますと、厳しく、かつ変化の激しいものと覚悟せざる得ません。 
     特殊鋼の需要環境は、自動車業界が海外生産で好調であり、比較的堅調に推移すると思われますが、ＩＴ関連

需 

要に在庫調整の可能性があることも考えられ、楽観視できない状況と思われます。 
     この中、当社グループは、『販売価格の改善』を至近時の大きな課題と考えており、需要家の皆様のご理解を

得 

ながら進めていく所存であります。また、本年度で現在の中期計画期間が終了するため、現在『次期中期計画の

策 

定』を進めておりますが、“『ＮＯ１製品』への集中と収益基盤再構築の総仕上げ”を基本方針に掲げ、さらに

企 

業体質強化を図ってまいります。 

 
     なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ではありますが、諸般の事情を配慮し、中間期１株につき１円、 

期末１円（通期２円）を予定しております。 
 

                                           （百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

平成１５年３月期 ３４０，０００ ４，５００ ０ 

平成１４年３月期 ３２７，１０２ ３，２０９ １，７４３ 

 （注） 業績見通しにつきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する 

状況の変化によっては異なる業績結果となることも予想されますので、投資等の判断材料として全面的 

に依拠されることは差し控えください。 
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４．中間連結財務諸表等 
 
 
 
   （１）中間連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

前中間連結会計期間 

自平成13年4月 1日

至平成13年9月30日

 

増   減 

前連結会計年度 

自平成13年4月 1日

至平成14年3月31日

売 上 高 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

  営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

  受取利息及び配当金 

  持分法による投資利益 

  そ     の     他 

計 

営 業 外 費 用 

  支 払 利 息 

  持分法による投資損失 

  そ     の     他 

計 

１６６，４６８

１４０，２０６

２４，２１０

２，０５１

３１５

１７７

３４５

８３８

１，０６６

―

１，０３４

２，１０１

１６４，６６７

１３７，３５９

２３，６０４

３，７０３

２６９

１４３

２８３

６９６

１，２３８

―

７６１

２，０００

１，８００ 

２，８４６ 

６０６ 

△ １，６５１ 

 

４６ 

３３ 

６２ 

１４１ 

 

△   １７２ 

― 

２７３ 

１００ 

３２７，１０２ 

２７５，００４ 

４６，７９１ 

５，３０６ 

 

５２９ 

― 

１，１６６ 

１，６９６ 

 

２，１５０ 

３６ 

１，６０５ 

３，７９２ 

  経 常 利 益 ７８９ ２，４００ △ １，６１１ ３，２０９ 

特 別 利 益 

  投資有価証券売却益 

  収 用 補 償 金 

  賞 与 引 当 金 戻 入 額 

  貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

  そ     の     他 

        計 

特 別 損 失 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

  特 別 退 職 金 

  投資有価証券等評価損 

  事業再構築に伴う損失 

  固 定 資 産 廃 売 却 損 

  そ     の     他 

計 

１００

―

―

―

８

１０８

１，０３６

９３３

４５

１２

―

４４

２，０７２

４０

―

４５６

４０

４

５４１

―

９１

１３２

４６０

２４０

３２３

１，２４８

 

５９ 

― 

△   ４５６ 

△    ４０ 

３ 

△   ４３３ 

 

１，０３６ 

８４２ 

△    ８７ 

△   ４４８ 

△   ２４０ 

△   ２７９ 

８２３ 

 

２，７３１ 

７７５ 

４５６ 

― 

４７ 

４，０１０ 

 

― 

６７１ 

３９０ 

１，２２６ 

３４０ 

６８９ 

３，３１８ 

  税金等調整前中間(当期)純利益 △  １，１７４ １，６９３ △ ２，８６８ ３，９０２ 

法人税、住民税及び事業税 １，００７ １，２０１ △   １９３ １，７０１ 

法 人 税 等 調 整 額 △  １，５０６ △    ５３８ △   ９６８ １２９ 

少 数 株 主 利 益 ３２４ ３５３ △    ２８ ３２８ 

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △  １，０００ ６７６ △ １，６７７ １，７４３ 
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 （２）中間連結貸借対照表 
                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成14年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成14年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成13年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受取手形及び売掛金 

   有 価 証 券 

   棚  卸  資  産 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

   貸 倒 引 当 金  

 

 固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物 及 び 構 築 物 

   機械装置及び運搬具 

   土        地 

   建 設 仮 勘 定 

   そ    の    他 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   長 期 貸 付 金 

   繰 延 税 金 資 産 

   そ    の    他 

  貸 倒 引 当 金  

 

[ ３８５，８２６]

１７３，１４４

１５，５８８

９３，９２８

２

５６，９３７

２，３７６

４，９２９

△    ６１８

２１２，６８１

( １５８，２０５)

４６，６９１

７５，００９

２８，７６２

４，９９５

２，７４６

(     ７０６)

(  ５３，７６９)

４４，０８３

１，２１３

４，６７０

６，０５０

△  ２，２４８

[ ３８９，９１３]

１７８，１７４

１８，８４４

９５，３１４

４４１

５６，８３７

２，５９８

４，８８５

△    ７４７

２１１，７３８

( １５９，８８４)

４６，２９０

７５，５０６

２８，７３５

６，５３０

２，８２０

(     ７４７)

(  ５１，１０６)

４４，０５４

６４４

２，４３０

５，１８０

△  １，２０２

[△ ４，０８６] 

△ ５，０３０ 

△ ３，２５６ 

△ １，３８５ 

△   ４３９ 

１００ 

△   ２２１ 

４４ 

１２８ 

 

    ９４３ 

( △１，６７８) 

４００ 

△   ４９６ 

２６ 

△ １，５３４ 

△    ７４ 

( △    ４０) 

(  ２，６６２) 

２８ 

５６８ 

２，２４０ 

８６９ 

△ １，０４５ 

[ ３８７，４６３]

１７８，４１４

１６，１６５

９４，１８４

４０１

６１，１１２

２，７２６

４，８８１

△  １，０５７

２０９，０４８

( １５８，７８３)

４６，５７１

７４，９１８

２８，６２１

５，７４９

２，９２２

(     ７２８)

(  ４９，５３７)

４０，９６３

１，１９６

３，３８６

５，１０８

△  １，１１８

資 産 合 計 ３８５，８２６ ３８９，９１３ △ ４，０８６ ３８７，４６３ 
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                                                （単位：百万円） 

科      目 
当中間連結会計期間末

(平成14年9月30日現在)

前連結会計年度末 

(平成14年3月31日現在)
増   減 

前中間連結会計期間末

(平成13年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支払手形及び買掛金 

   短 期 借 入 金 

   一年内償還の社債 

   未 払 法 人 税 等 

   繰 延 税 金 負 債 

   賞 与 引 当 金 

   そ    の    他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   再評価に係る繰延税金負債 

   退 職 給 付 引 当 金 

   連 結 調 整 勘 定 

   そ    の    他 

 

   （少数株主持分） 

少数株主持分 

 

（資 本 の 部） 

 資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

[ ２４３，２１９]

１５７，０７２

６２，４３４

７３，１４８

９８４

１，０８８

１

２，２０３

１７，２１２

 ８６，１４７

３７，８４３

２９，９７４

１，７５１

１，６９５

９，７３８

１３９

５，００５

 

[  １０，５６１]

 １０，５６１

[ １３２，０４４]

 ３７，１７２

 ２８，０５８

 ６１，９５２

  ３，５４１

  １，２６３

     ８２

△    ２７

[ ２４５，０１４]

１６４，７６６

５８，４２９

７８，９６１

５，６８４

９１４

６

２，１２７

１８，６４２

 ８０，２４８

３８，１４３

２２，５２４

１，７７０

１，６９５

１０，８３４

１７４

５，１０５

 

[  １０，３８６]

 １０，３８６

[ １３４，５１１]

 ３７，１７２

 ２８，０５８

 ６３，４１２

  ３，５４１

  １，９６７

    ３６４

△     ５

[△ １，７９４] 

△ ７，６９４ 

４，００４ 

△ ５，８１３ 

△ ４，７００ 

１７３ 

△     ４ 

７５ 

△ １，４３０ 

  ５，８９９ 

△   ３００ 

７，４４９ 

△    １９ 

― 

△ １，０９５ 

△    ３５ 

△   １００ 

 

[   １７５] 

    １７５ 

 

[△ ２，４６７] 

      ― 

      ― 

△ １，４６０ 

      ０ 

△   ７０３ 

△   ２８１ 

△    ２２ 

[ ２４３，９０８]

１５６，３５４

５５，８０１

７６，９５０

５，０００

９９２

―

２，３３１

１５，２７９

 ８７，５５３

４２，４２０

２４，８１０

１，７４２

１，６９５

１１，６９４

１７５

５，０１４

 

[  １０，４１８]

 １０，４１８

[ １３３，１３７]

 ３７，１７２

 ２８，０５８

 ６２，７８０

  ３，５４１

  １，４２９

    １５５

△     ０

負債、少数株主持分及び資本合計 ３８５，８２６ ３８９，９１３ △ ４，０８６ ３８７，４６３ 
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   （３）中間連結剰余金計算書 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

 

当中間連結会計期間

自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

前連結会計年度 

自平成13年4月1日 

至平成14年3月31日

 

増   減 

前中間連結会計期間

自平成13年4月 1日

至平成13年9月30日

（資本剰余金の部） 

 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

資 本 剰 余 金 減 少 高 

２８，０５８

―

―

２８，０５８

―

―

 

― 

― 

― 

２８，０５８

―

―

資本剰余金中間期末(期末)残高 ２８，０５８ ２８，０５８ ― ２８，０５８

（利益剰余金の部） 

 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ６３，４１２ ６３，２３８

 

１７４ ６３，２３８

利 益 剰 余 金 増 加 高 ― ― ― ―

利 益 剰 余 金 減 少 高 

  配 当 金 

 役 員 賞 与 

 土地再評価差額金取崩額 

 ４５９

４３２

２６

０

 １，５６９

１，５１４

５４

―

△ １，１０９ 

△ １，０８１ 

△    ２８ 

０ 

 １，１３４

１，０８１

５２

―

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △  １，０００ １，７４３ △ ２，７４４ ６７６

利益剰余金中間期末(期末)残高 ６１，９５２ ６３，４１２ △ １，４６０ ６２，７８０
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   （４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                           
                                               （単位：百万円） 

 
 

科         目 

当中間連結会計期間 

自平成14年4月  1日

至平成14年9月30日

前中間連結会計期間 

自平成13年4月  1日 

至平成13年9月30日 

前連結会計年度 

自平成13年4月  1日

至平成14年3月31日

[営業活動によるキャッシュ・フロー]    
 税金等調整前中間(当期)純利益

減 価 償 却 費
貸倒引当金の増減額(減少:△)
賞与引当金の増減額(減少:△)
退職給付引当金の増減額(減少:△)
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
為 替 差 損 益 ( 差 益 : △ )
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
持分法による投資損益(利益:△)
投資有価証券等売却損益(売却益:△)
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損
有形固定資産売却損益(売却益:△)
有 形 固 定 資 産 除 却 損
売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 : △ )
仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 : △ )
そ の 他 の 増 減 額

△   1,174 
8,450 

    917 
    75 

△   1,095 
△    315 

1,066 
279 

△    35 
△    177 
△    88 

45 
31 
342 

1,239 
△    234 

4,172 
△   2,036 

1,693 
8,419 

△    135 
△    334 

876 
△    269 

1,238 
△     120 
△     44 
△    143 

58 
152 
248 
351 

22,603 
△   1,373 
△   9,115 
△   1,926 

3,902 
16,995 

△    362 
△    538 

16 
△    529 

2,150 
△    330 
△    89 

36 
△   2,603 

394 
831 

1,268 
21,297 
2,963 

△   6,251 
△   2,662 

       小        計 11,462 22,179 36,491 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

387 
△   1,075 
△    637 

351 
△   1,299 
△   3,425 

616 
△   2,209 
△   4,218 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  10,136 17,805 30,679 
[投資活動によるキャッシュ・フロー]    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
そ の 他 の 収 入 又 は 支 出

△    211 
1,385 
439 

△   8,406 
  140 

△   1,451 
287 

△    878 
407 

△    18 

△    100 
220 
72 

△   6,815 
719 

△    427 
306 

△    858 
3,011 

△    204 

△   1,477 
482 
92 

△  17,607 
379 

△   2,982 
3,123 

△   2,076 
4,598 

△    609 

投資活動によるキャッシュ・フロー △   8,304 △     4,077 △  16,076 
[財務活動によるキャッシュ・フロー]    
 短 期 借 入 金 の 純 減 額

コマーシャルペーパーの純増額
長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
社 債 の 買 入 消 却 に よ る 支 出
社 債 の 償 還 に よ る 支 出
配 当 金 の 支 払 額
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額
そ の 他 の 収 入 又 は 支 出

△   1,009 
－ 

10,660 
△   7,618 

－ 
△   5,000 
△    434 
△     88 
△     8 

△   7,129 
－ 

4,074 
△   4,874 

－ 
△   5,000 
△   1,083 
△     86 

1 

△  12,252 
5,000 
8,702 

△   4,839 
△   3,530 
△   5,000 
△   1,518 
△    160 
△     4 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   3,498 △    14,098 △  13,604 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △    393        112 388 

現金及び現金同等物の増減額(減少:△) △   2,059 △       258 1,387 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 16,641 15,353 15,353 

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少高 － － △    98 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 14,582 15,095 16,641 
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    中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 

     １．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
 
      (1)連結子会社  ２７社（フジオーゼックス(株)、大同興業(株)、(株)ダイドー電子、(株)大同ライフサービス、 

                    (株)大同機械製作所、大同アミスター(株)、大同ステンレス(株)、 

                    (株)大同キャスティングス、 東洋産業(株) 他） 

 

      (2)持分法適用関連会社 ８社（王子製鉄(株)、東北特殊鋼(株)、日本鍛工(株)、理研製鋼(株)他） 

 

 

     ２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

       大同スペシャルメタル(株)他３社の中間決算日は6月30日であり、中間連結決算日との差は3ヵ月以内であ 

      るため、当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を基礎として連結を行っております。 

       ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 

     ３．会計処理基準に関する事項 
 
      (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

         ①有 価 証 券 

          満期保有目的の債券……償却原価法 

          その他有価証券 

           時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                     (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算 

                      定しております。) 

           時価のないもの………移動平均法による原価法 

        ②デリバティブ………………時価法 

        ③棚 卸 資 産………………主として総平均法による原価法 
 
      (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

        ①有形固定資産…提出会社および国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年4月1日以降取 

               得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）によっております。 

                  ただし、提出会社の知多工場、知多型鍛造工場、知多帯鋼工場および在外連結子会社は 

                定額法によっております。 

                 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

                   建物及び構築物   7～50年 

                   機械装置及び運搬具   7～14年 

         ②無形固定資産…定額法によっております。 

                 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 

                く定額法によっております。 
 
      (3)重要な引当金の計上基準 

        ①貸倒引当金 

          債権の貸倒による損失に備えるため、主として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

         等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

                ②賞与引当金 

          連結子会社は、従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支 

         給見込額を計上しております。 

                     なお､提出会社は冬季賞与の支給見込額のうち、当中間期の負担額を未払費用に計上しております。 
            ③退職給付引当金 
           従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に
基 

 づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
          数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
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処 
         理しております。 
 
 
 
 
 
 

 

      (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

         外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 

        おります。 

                 なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換 

        算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

      (5)重要なリース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主 

        として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

      (6)重要なヘッジ会計の方法 

        ①ヘッジ会計の方法 

         金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

        ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

         当中間連結会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以下のとおりであります。 

           ヘッジ手段…………金利スワップ 

           ヘッジ対象…………借入金 

        ③ヘッジ方針 

         金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

        ④ヘッジ有効性評価の方法 

         金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

 
       (7)収益の計上基準 
         長期・大型の請負工事(工期1年超・10億円以上)については、工事進行基準を採用しております。 

 
      (8)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
        消費税等の会計処理 

         消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

         なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産又は流動負債の「その他」に含めて表示 

        しております。 

 
 

     ４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能 

       な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3 ヵ

月 

       以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

    追加情報 
 

     自己株式及び法定準備金取崩等会計 
 

      当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を 

適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。 

       なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部 
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および中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。また、前 

中間連結会計期間末および前連結会計年度末についても改正後の表示区分に組替えております。 
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     注記事項 
 
     （中間連結貸借対照表関係） 

 当中間連結会計期間
末 

前連結会計年度末  前中間連結会計期間末

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 313,819 308,463  311,306 

 
 
     ２．担保資産及び担保付債務 
       担保に供している資産の額 

預 金 95 105  134 
有 価 証 券 － 40  － 
有 形 固 定 資 産 23,922 23,530  23,669 
投 資 有 価 証 券 2,214 2,320  2,117 

計 26,232 25,995  25,921 
 
       担保付債務 

短 期 借 入 金 15,819 14,652  13,496 
社 債 1,200 1,200  1,200 
長 期 借 入 金 11,970 13,055  13,979 
そ の 他 210 211  209 

計 29,200 29,119  28,885 
 
 
     ３．偶発債務 

5,941 6,623  7,002 
(4,726) (5,273)  (5,517) 

    
297 －  － 

保証債務 
（ ）は連結会社負担分 
 
手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

    
 

４．受取手形割引高及び裏書譲渡高  2,141 3,077  3,993
 
 
     ５．土地再評価差額金 
        連結子会社である(株)大同機械製作所および持分法適用関連会社である日本鍛工(株)が、土地の再評価に 
       関する法律(平成10年3月31日交付法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差 
       額金を資本の部に計上しております。 
 
 
 
 
     （中間連結損益計算書関係） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 

     販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 
 

運 送 費 5,925 5,593  10,966 
給 与 手 当 及 び 福 利 費 12,572 11,980  23,513 
退 職 給 付 費 用 1,131 985  1,803 
減 価 償 却 費 296 310  668 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 88 －  149 

 
      
 
 
     （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
      現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表 

      (連結貸借対照表)に掲記されている科目の金額との関係 
 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 

                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
現 金 及 び 預 金 勘 定 15,588 16,165  18,844 
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △ 1,006 △  1,070  △  2,202 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 14,582 15,095  16,641 
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  セ グ メ ン ト 情 報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

 

   当中間連結会計期間（自平成１４年４月１日 至平成１４年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ

ｸ゙  

新 素 材
流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去又は

全  社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

88,696 

9,159 

19,122

548

35,631

6,112

13,438

215

2,718

410

 

6,861 

4,687 

 

166,468 

21,133 

   －

( 21,133)

166,468

   －

計 97,855 19,671 41,743 13,653 3,128 11,549 187,602 ( 21,133) 166,468

  営  業  費  用 96,925 19,506 41,157 13,854 3,264 10,840 185,550 ( 21,133) 164,416

  営  業  利  益 930 165 585 △  201 △   136 708 2,052 △    0 2,051

 

 

   前中間連結会計期間（自平成１３年４月１日 至平成１３年９月３０日）             （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ

ｸ゙  

新 素 材
流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去又は

全  社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

87,832 

9,559 

18,388

435

37,116

9,604

12,842

279

2,833

480

 

5,653 

5,082 

 

164,667 

25,442 

   －

( 25,442)

164,667

   －

計 97,392 18,824 46,720 13,122 3,314 10,735 190,110 ( 25,442) 164,667

  営  業  費  用 95,852 18,722 45,082 13,012 3,532 10,202 186,405 ( 25,441) 160,963

  営  業  利  益 1,539 102 1,638 109 △   218 532 3,704 △    0 3,703

 
 

   前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日）               （単位：百万円） 

 特 殊 鋼 

鋼 材 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

材 料

自動車部品･

産業機械部品
ｴﾝｼ゙ ﾆｱﾘﾝ

ｸ゙  

新 素 材
流 通 ･ 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 
計 

消去又は

全  社
連  結

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 

 

169,085 

18,077 

35,890

963

73,607

17,258

30,785

1,019

5,547

933

 

12,184 

10,263 

 

327,102 

48,516 

 

   －

( 48,516)

 

327,102

   －

計 187,163 36,853 90,866 31,805 6,481 22,447 375,618 ( 48,516) 327,102

  営  業  費  用 185,719 36,561 87,748 31,514 6,943 21,822 370,310 ( 48,514) 321,795

  営  業  利  益 1,444 291 3,117 290 △    462 625 5,308 △      1 5,306
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       (注) 1.事業区分の方法 
        当社企業グループの事業区分の方法は、事業内容別に６部門にセグメンテーションしております。 
      2.各区分に属する主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容 

特 殊 鋼 鋼 材

・自動車、産業機械及び電気機械向け部品材料、建設用材料、溶接用材料 
・特殊鋼鋼材加工、流通 
・原材料販売 
・運輸、物流 

エレクトロニクス材料・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品（ＯＡ・ＦＡ用ﾓｰﾀｰ、自動車用ﾒｰﾀｰ・ 
 ｾﾝｻｰ、計測機器用部品等） 

 
 
 

自 動 車 部 品 ・
産 業 機 械 部 品

・型鍛造品、熱間精密鍛造品及び鋼機製品（自動車、ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ向け部品等） 
・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化工機・石油掘削用部品・宇宙、航空機用
 部品等） 
・鋳鋼品（鉄道用ﾏﾝｶﾞﾝﾚｰﾙ、自動車・産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等） 
・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機器用部品、ﾁﾀﾝｺﾞﾙﾌﾍｯﾄﾞ等） 
・ぜんまい、製材用帯鋸 
・ｴﾝｼﾞﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 
・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾜｯｼｬｰ、薄板ﾊﾞﾈ、圧縮機器、油圧機器、工作機械部品 

 
エンジニアリング

・鉄鋼設備、各種工業炉並びにその付帯設備、環境関連設備（排水・排ｶﾞｽ・廃棄物等の処
 理設備）、工作機械等 
・機械設備の保守管理 

新 素 材・粉末製品、ﾁﾀﾝ材料製品、形状記憶合金他 
・開発製品 

 
流 通 ・ サ ー ビ ス

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社製品の販売、福利厚生ｻｰﾋﾞｽ、不動産・保険事業 
・ｺﾞﾙﾌ場経営 
・分析事業、ｿﾌﾄ外販事業 

 
 
 
  ２．所在地別セグメント情報 
 
     全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えて 
    いるため、開示を省略しております。 
 
 
  ３．海外売上高 
 
        当中間連結会計期間（自平成１４年４月１日 至平成１４年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高     4,859       14,826        1,005       20,691 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      －      166,468 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
         2.9 

％
         8.9 

％ 
         0.6 

％
        12.4 

 
        前中間連結会計期間（自平成１３年４月１日 至平成１３年９月３０日）           （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高     4,571       10,849        1,136       16,556 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      －      164,667 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
         2.8 

％
         6.6 

％ 
         0.7 

％
        10.1 

 
        前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日）             （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 
Ⅰ.海 外 売 上 高       9,558       23,049        2,205       34,814 
Ⅱ.連 結 売 上 高      －      －      － 327,102 
Ⅲ.連結売上高に占める 
  海外売上高の割合 

％
         2.9 

％
         7.0 

％ 
         0.7 

％
        10.6 

   （注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      2.各区分に属する主な国又は地域 
       (1)北    米…………アメリカ、カナダ 
       (2)ア  ジ  ア…………台湾、韓国、タイ、マレーシア、中国ほか 
       (3)その他の地域…………イタリア、イギリス、ドイツほか 
      3.海外売上高は、提出会社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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     リース取引関係 
 
     １．借主側 
 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
 
       (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
 

取 得 価 額 相 当 額  4,968 8,255  5,045 
減価償却累計額相当額  2,190 6,056  2,136 
中間期末(期末)残高相当
額 

 2,778 2,198  2,909 

 
        （注） 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等 
            に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
 
       (2)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

１ 年 内  959 841  857 
１ 年 超  1,818 1,357  2,051 

合   計  2,778 2,198  2,909 
 
        （注） 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資 
            産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
 
       (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料  542 725  1,366 
減価償却費相当額  542 725  1,366 

 
       (4)減価償却費相当額の算定方法 
          リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 
 
 
     ２．貸主側 
 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度 
                             （百万円）      （百万円）     （百万円） 
       (1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高 
 

取 得 価 額  185 189  201 
減 価 償 却 累 計 額  109 118  127 
中間期末(期末)残高  76 70  73 

 
       (2)未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

１ 年 内  39 37  39 
１ 年 超  67 54  63 

合   計  107 92  103 
 
        （注） 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高及び見積 
           残存価額の残高の合計額が営業債権の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、受取利 
           子込み法により算定しております。 
 
       (3)受取リース料及び減価償却費 

受 取 リ ー ス 料  21 22  46 
減 価 償 却 費  14 13  30 
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     有価証券関係 
 
     当中間連結会計期間末（平成14年9月30日） 
 
 
     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2) 社 

債 

－ － － 

(3) そ   の 

他 

209 212 2 

計 209 212 2 

 
 
     ２．その他有価証券で時価のあるもの 
                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 15,243 17,407 2,163 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 － － － 

(3)その他 － － － 

合     計 15,243 17,407 2,163 

 
 
     ３．時価評価されていない有価証券 
 
       (1)満期保有目的の債券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 1 

合     計 1 

 
       (2)その他有価証券 
                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 6,921 

     （店頭売買株式を除く）  

②非上場外国債券 1,500 

合     計 8,421 
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     前中間連結会計期間末（平成13年9月30日） 

 

     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                            （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2) 社 

債 

－ － － 

(3) そ   の 

他 

249 255 6 

計 249 255 6 

 

     ２．その他有価証券で時価のあるもの 

                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 13,495 15,888 2,393 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 － － － 

(3)その他 － － － 

合     計 13,495 15,888 2,393 

 

     ３．時価評価されていない有価証券 

 

       (1)満期保有目的の債券 

                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 401 

合     計 401 

 

       (2)その他有価証券 

                                    （単位：百万円） 

内     容 中間連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 5,097 

     （店頭売買株式を除く）  

②非上場外国債券 1,500 

合     計 6,597 
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     前連結会計年度末（平成14年3月31日） 
 
 
     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                            （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2) 社 

債 

－ － － 

(3) そ   の 

他 

249 249 0 

計 249 249 0 
 
 
 
     ２．その他有価証券で時価のあるもの 

                                            （単位：百万円） 

内   容 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 

(1)株 式 15,205 18,658 3,452 

(2)債 券    

  ①国債・地方債等 － － － 

  ②社     債 － － － 

  ③そ  の  他 － － － 

(3)その他 － － － 

合     計 15,205 18,658 3,452 
 
 
 
     ３．時価評価されていない有価証券 
 
       (1)満期保有目的の債券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

①国債・地方債等 － 

②社     債 － 

③そ  の  他 401 

合     計 401 
 
 
       (2)その他有価証券 
                                   （単位：百万円） 

内     容 連結貸借対照表計上額 

①非 上 場 株 式 5,762 

（店頭売買株式を除く）  

②非上場外国債券 1,500 

合     計 7,262 
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     デリバティブ取引関係 
 
     当中間連結会計期間（自平成14年4月1日 至平成14年9月30日） 
 

     １．通貨関連 
                                 （単位：百万円） 

 当中間連結会計期間末（平成14年9月30日） 

取引の種類 契約額等 

区 

 

分   うち１年超 
時  価 評価損益 

為 替 予 約 取 引  

 売 建  

  米 ド ル 813 － 820 △    7

  香 港 ド ル 5 － 5 0

  

 
 買 建 

 

  米 ド ル 156 － 154 △    2

  タ イ バ ー ツ 0 － 0 0

 
市
場
取
引
以
外
の
取
引 

  ユ   ー   ロ 0 － 0 0

    合    計 － － － △    9

        (注)時価の算定方法 

          先物為替相場によっております。 

 
     ２．金利関連 

        ヘッジ会計が適用されているため、記載対象からは除いております。 
 
 
     前中間連結会計期間（自平成13年4月1日 至平成13年9月30日） 
 
     １．通貨関連 

                                            （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間末（平成13年9月30日） 

取引の種類 契約額等 

区 

 

分   うち１年超 
時  価 評価損益 

為 替 予 約 取 引  

 売 建  

  米 ド ル 1,358 － 1,348 10

  タ イ バ ー ツ 129 － 130 △    1

  香 港 ド ル 5 － 5 0

 
 買 建 

 

  米 ド ル 293 － 302 9

  独 マ ル ク 59 － 60 1

  ユ   ー   ロ 0 － 0 0

 
市
場
取
引
以
外
の
取
引 

  

    合    計 － － － 19

        (注)時価の算定方法 

          先物為替相場によっております。 
 
     ２．金利関連 

        ヘッジ会計が適用されているため、記載対象からは除いております。 
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     前連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日） 
 

     １．通貨関連 
                                （単位：百万円） 

 前連結会計年度末（平成14年3月31日） 
取引の種類 契  約  額  等 

区 
 
分   う ち １ 年 超

時   価 評 価 損 益

為 替 予 約 取 引     

 売 建     

  米 ド ル     921      －     937  △   15 

  タ イ バ ー ツ     97      －     105  △    8 

  香 港 ド ル      2      －       2  △    0 

 
 買 建 

    

  米 ド ル      35      －      35       0 

 
市
場
取
引
以
外
の
取
引    合    計      －      －      －  △   23 

        (注)時価の算定方法 

          先物為替相場によっております。 

 

    ２．金利関連 
        ヘッジ会計が適用されているため、記載対象からは除いております。 

 
 


